































4） 日本経済新聞「綱川社長 決算は正常化」2017年 8月 11日朝刊。



























































2度延期していた 2016年 4～ 12月期の連結決算
を発表した。米国の会計処理を巡り監査法人との
溝が埋まらず監査の適正意見がない異例の決算と
6） 東芝「CB&Iの米国子会社買収に伴うのれん及び損失計上の可能性について」2016年 12月 27日。





10） 東芝  第 178期第 3四半期四半期報告書「事業等のリスク （13）継続企業の前提に関する重要事象等」13ページ。
11） 日本経済新聞「東芝、監査意見なく決算」2017年 4月 12日朝刊。東芝との債務超過額の数値差は端数処理によるもの。
12） 東芝「ウェスチングハウス社における調査の状況・結果について」2017年 4月 11日。
13） 日本経済新聞「東芝、監査法人変更へ」2017年 4月 26日朝刊、「監査法人前期は変更せず」2017年 5月 11日朝刊。



















8月 10日、東芝は 2017年 3月期の有価証券報告









































１． 2017 年 3 月期第 3 四半期の四半期レビュー
報告書（2017 年 4 月 11 日）
（１）「結論の不表明」
























































































































































たがって、2018年 3月期においても 2017年 3月
期と同様に「意見除外による限定付適正意見」の
取り扱いが考えられる。
３． 2018 年 3 月期第 1 四半期の四半期レビュー




































査法人は、会社の 2017年 3月 31日をもって終
了した前連結会計年度の連結財務諸表に対して
限定付適正意見を表明した。また、当監査法人
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ことができるよう





























































































明、または監査契約を解除することが必要となるかどうか評価しなければならない（監基報 200第 23項、第 A73項）。
28） 東芝「ウェスチングハウス社における調査の状況・結果について」2017年 4月 11日。
29） PCAOB（2015）AS2905 para.08, AICPA（2011）AU-C560 para.A24. アメリカの監査基準では、中間期間の事後判明事実は必要に








































2017年 3月期第 1、第 2四半期の四半期報告書は、
差し替えはされておらず、監査人の 2018年 3月
期第 1、第 2四半期レビュー報告書で「当監査法
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